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滋賀県知事　嘉田由紀子

第５回エネルギーシフト勉強会第５回エネルギーシフト勉強会

平成２３年(2011年)６月７日（火）
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1960年代：埼玉県生まれ15歳の修学旅行で出会った

　近江と琵琶湖の強烈な記憶

1970年代：関西の大学を選ぶ（アフリカ探検）

　“未開”といわれるが人間力全開のタンザニア

・アメリカ留学（ハーディン“共有地の悲劇”、

　エネルギー多消費社会への疑問）

・日本型資源節約、自然共有型社会を研究対象に

1980年代：滋賀県職員として琵琶湖研究

　　滋賀県内集落のフィールドワーク研究

　　生活環境主義の誕生（水と人の環境史）

　　環境問題の社会理論

1990年代：琵琶湖博物館提案、準備、開館、運営

・世界各地の比較環境社会学研究

　（アフリカ、アメリカ、ヨーロッパ、アジア）

・琵琶湖・滋賀県の世界的価値を発見

2000年代：京都精華大学で環境社会学教員

個人的背景と滋賀県・琵琶湖への思い
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なぜ知事選挙へ？

子どもの未来にツケを残さない

（１）大好きな琵琶湖・滋賀県の価値が忘れられている

　　　日本の伝統と文化が失われている
　　　『産業社会』（開発）から、『知識社会』（心の豊かさ）へ

（２）借金だらけの財政、次世代につけ回しでいいのか？

　　　高コスト体質の行政、新幹線、ダム、公共事業問題

（３）なぜ、子どもが生まれにくい、育ちにくいのか？

　　　あたりまえの人の願いが、あたりまえに満たされる社会

（４）琵琶湖が息ぐるしい、その悲鳴が聞こえる

　　　乱開発のツケとしての自然破壊への不安

官僚的中央集権的支配への怒りと疑問
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■■　　かけがえのない琵琶湖

●●　約４００万年の歴史を持つ世界有数の古代湖　約４００万年の歴史を持つ世界有数の古代湖
●●　６０種を超える固有種が生息する生物の宝庫　６０種を超える固有種が生息する生物の宝庫
●●　近畿１，４００万人の暮らしを支える命の水　近畿１，４００万人の暮らしを支える命の水

滋賀県
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■■　　琵琶湖をめぐる３つの受難

歴史的に生起した３つの受難歴史的に生起した３つの受難

●●　食糧不足の解消　食糧不足の解消

●●　下流域の利水対策　下流域の利水対策

●●　水産資源の拡大　水産資源の拡大
　　　レジャー利用　　　レジャー利用

内湖の減少内湖の減少

湖のダム化湖のダム化

外来魚の侵入外来魚の侵入

１）第二次世界大戦から昭和１）第二次世界大戦から昭和4040年代年代

３）昭和３）昭和5050年代から現在年代から現在

２）高度経済成長期から現在２）高度経済成長期から現在
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出典：滋賀県琵琶湖研究所　「琵琶湖研究‐集水域から湖水まで‐　昭和63年」より

出典：滋賀県琵琶湖研究所　「琵琶湖研究‐集水域から湖水まで‐　昭和63年」

及び、琵琶湖干拓史編集委員会他「琵琶湖干拓史　昭和45年」より

内湖埋立による干拓地

内湖の現状

既存：２３

内湖の減少
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琵琶湖の水位操作

4～5月
フナ類はヨシ帯奥部へ移動（のっこ
み）、産卵する。孵化した仔魚は畝
によって波浪や外敵から守られ、
良好に生残する。

6月上旬
水位低下により一部の産着卵が干
出する。ヨシ帯奥部は琵琶湖から
分断されるが仔稚魚は引き続き良
好な生残を示す。産卵はヨシ帯の
縁辺近くで行われる。ブルーギル
の産着卵への捕食圧が高まり、食
害を受ける。

6月中旬以降
さらに水位が低下し、ヨシ帯奥部に
とりのこされた仔稚魚が干出する。
縁辺部では引き続き降雨後に産卵
があるが、オオクチバス、ブルーギ
ルの捕食圧が高まり、食害を受け
る。

出典：琵琶湖河川事務所
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漁獲量の推移
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調査範囲

かつての
内湖境界

凡　　　例

海海老老江江集集落落  

丁丁野野木木川川  

湖湖北北野野鳥鳥セセンンタターー  

早崎内湖の再生



10

昭和40年頃まで 昭和40年代～現在 魚のゆりかご水田プロジェクト

● 排水路に魚道を設置し、琵琶湖から田んぼへ魚が移動して産卵
し、稚魚が育つ水田環境に再生

● 平成２１（２００９）年度に全国知事会「先進政策大賞」受賞

魚のゆりかご水田プロジェクト
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魚のゆりかごソーラー提案

• お天道さまはみんなに平等
• お天道さまで活かされているお魚
• お天道さまが多すぎる水草の繁茂
　（水流停滞、酸素不足、腐敗臭、景観破壊）

・空間の立体的活用

　（土、水、魚、水草、ソーラー、風）

・ローマ法的所有論から日本式総有論へ
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マザーレイク２１計画（第２期計画）マザーレイク２１計画（第２期計画）
（琵琶湖総合保全整備計画）（琵琶湖総合保全整備計画）
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‐琵琶湖・滋賀からの発信‐

■　これまでの教訓を活かして・・・

（１） 自然力、生態系の再生
　　 （生態学的視点）
　　→　共存する知識と働きかけ

（２）水文化と社会関係の再生
　    （人文社会学的視点）
　　→　共感する知識と思い

（３）物質、エネルギー循環の仕組み
　　（物理化学的視点）
　　→　制御する知識と技術

仰木の棚田と琵琶湖

草津志那浜のコハクチョウ
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地球温暖化は我々の問題　地球温暖化は我々の問題　～琵琶湖に現れた現象から～～琵琶湖に現れた現象から～

水温躍層水温躍層

部分循環

酸 酸 素素

大気からの溶解大気からの溶解

植物プランクトン

２００７２００７.2.2

酸素の消費酸素の消費
琵琶湖は地球温暖化問題の予兆
をとらえる「小さな窓」

水温躍層水温躍層

部分循環

酸 酸 素素

大気からの溶解大気からの溶解

植物プランクトン

春→秋春→秋

酸素の消費酸素の消費

酸 酸 素素

植物プランクトン

大気からの溶解大気からの溶解

全 全 循 循 環環

例年冬例年冬

酸素の回復酸素の回復

暖冬

温暖化進行した場合の
琵琶湖の未来？
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住宅用太陽光発電の普及状況

注）普及率は、導入件数（2008年度末、（一社）新エネルギー導入促進協議会）を一戸建て件数（総務省平
成20年住宅・土地統計調査）で除したもの。

都道府県別の住宅用太陽光発電システム普及率（2008年度末）
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低炭素社会にむけた取組　低炭素社会にむけた取組　～滋賀県の取組～～滋賀県の取組～

低炭素社会の実現

• ２０３０年における
温室効果ガス半減

•健全な生態系と安全・
安心な水環境の確保

•暮らしと琵琶湖の関わ
りの再生

琵琶湖環境の再生

持続可能な滋賀社会ビジョン持続可能な滋賀社会ビジョン（（20082008年年33月策定）月策定）

第三次滋賀県環境総合計画第三次滋賀県環境総合計画（（20092009年年1212月策定）月策定）

2030年の目指すべき社会像

「低炭素社会」「循環型社会」「自然共生社会」

長期目標長期目標

●滋賀県低炭素社会実現のための行程表滋賀県低炭素社会実現のための行程表(2011(2011年年11月策定月策定))

低炭素社会の実現

2030年温室効果ガス排出量

50%削減（1990年比）

滋賀の豊かさを子・孫の世代に引き継ぐために・・・

●滋賀県低炭素社会づくりの推進に関する条例滋賀県低炭素社会づくりの推進に関する条例(2011(2011年年44月施行月施行))



17

 

13,422
14,574

6,514

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

1990年 2030BaU 2030対策

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
・
削
減
量

( 千
t-

C
O

2) 廃棄物リサイクル    48千t-CO2

森林吸収    477千t-CO2

電力原単位低減    1682千t-CO2

貨物輸送    470千t-CO2

旅客輸送    1848 千t-CO2

産業    1729千t-CO2

業務    674千t-CO2

家庭    1132千t-CO2

排出量

排

出

削

減

量

50％
削減

8,060

注）BaUとは「Business as Usual（現状推移）」の略で、温室効果ガス排出量削減のための追加対策がとられない場合を示している。

（持続可能な滋賀社会ビジョンより）

低炭素社会の実現に向けた対策・施策低炭素社会の実現に向けた対策・施策

温室効果ガス排出量と部門別削減量温室効果ガス排出量と部門別削減量 （（19901990年比）年比）５０％削減５０％削減

排出削減量：排出削減量：８，０６０千８，０６０千t-CO2t-CO2
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滋賀県低炭素社会実現のための行程表（抜粋①）

新エネルギー

 新たなエネルギー

技術の導入

新技術の

開発利用

自然エネルギーの

利用拡大

太陽光、

 太陽熱

 ｴﾈﾙｷﾞー

の利用

ﾊﾞｲｵﾏｽｴ

ﾈﾙｷﾞー
※２

の利用

小水力

 エネル

ギーの

利用

スマートグリッド
※

３技術の検討

超伝導高効

率送電技術

の検討

CO2回収、貯

留の検討

高効率発電

技術の検討

住宅での太陽光

発電、太陽熱シス

テムへの支援

バイオマスエネ

ルギーの普及支

援

ヒートポン

プ、燃料

電池の普

及

燃料電池の普及

推進

メガソーラー発

電所計画検討

メガソーラー発

電所※１建設

下水道由

来のエネ

ルギー

活用

下水道由来のエ

ネルギー活用推

進

下水道由来のエ

ネルギー開発検

討

その他自

然エネル

ギーの

活用

風力発電整備推

進

風力発電活用計

画等検討

小水力発電整備

推進

小水力発電活用

地域等検討

バイオマスエネ

ルギー活用計画

等検討

太陽光発電、太

陽熱システムの

自発的普及

コミュニティでの

取組

その他の自然ｴ

ﾈﾙｷ゙ （ー地中熱

など）の活用推

進

その他の自然ｴ

ﾈﾙｷ゙ （ー地中熱

など）の活用計

画等検討

新たな熱エネ

ルギーの利

用検討

（工場廃熱、

廃棄物焼却

熱、ＲＤＦ、ＲＰ

Ｆ
※４
等利用）

注釈
※１：大規模太陽光発電のこと。
※２：再生可能な、生物由来の有機性エネルギー。（化石燃料由来のエネルギーを除く）
※３：情報通信技術によって電力供給者と消費者を結びつけることで従来の集中型電力供給シス
　　　テムの課題を解決することをめざす、次世代送配電システム。
※４：RDFは、ごみ固形化燃料。RPFは、マテリアルリサイクルが困難な古紙および廃プラスチックを
　　　主原料とする固形化燃料。

バイオマスエネ

ルギーの利用促

進

【凡例】

　　　　　　　　　：順番に実施する関係

　　　　　　　　　：同時進行可能な関係

住宅での太陽光

発電、太陽熱シス

テムの設置促進

ヒートポンプの

普及推進
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滋賀県低炭素社会実現のための行程表（抜粋②）



20

【再生可能エネルギーの可能性と導入目標】

再生可能エネルギーの可能性と導入目標再生可能エネルギーの可能性と導入目標

OECD（5/26)
菅首相演説

　2020年代のできるだけ早い時期に

　再生可能な自然エネルギー　２０％に

IPCC(5/9)

　世界のエネルギー消費に対して

　再生可能エネルギーの供給可能性

　2030年　４３％

　2050年　７７％
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自治体におけるエネルギー政策の検討自治体におけるエネルギー政策の検討

震災前

　持続可能な社会の実現に向けて、化石燃料に依存しない再生

可能エネルギーの推進

取組の推進
・災害に強い社会の構築・災害に強い社会の構築

震災後

　遠距離集中型エネルギー供給と地域分散型エネルギーの最適

なネットワーク化が重要

・エネルギーインフラの見直し・エネルギーインフラの見直し

遠いエネルギーから遠いエネルギーから

　　　　　　近いエネルギーへ！　　　　　　近いエネルギーへ！

エネルギーの地産地消！エネルギーの地産地消！
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地域分散型のエネルギー地域分散型のエネルギー

地域分散型のエネルギー
≒

地産地消型エネルギー

供給、需要とも地域の実情に即した発電

＋
防災面、環境面、地域産業、雇用創出・・・

まちづくりの観点から、地方自治体の役割が重要

NEDOホームページより
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分散型エネルギーの推進による地域活性化分散型エネルギーの推進による地域活性化

・より一層の節電の推進

・太陽光発電など再生可能エネルギー普及の加速化

・大容量蓄電池による出力平準化

・スマートメーターによる情報化　などが必要

・温室効果ガス削減

・関連企業の誘致による雇用の創出

・災害に強いまちづくりへの貢献　

分散型エネルギーの推進

そのためには

人びとの参加意識醸成　地域の活性化に大きく寄与人びとの参加意識醸成　地域の活性化に大きく寄与

地域で取り組むべき課題地域で取り組むべき課題



24

分散型エネルギーの推進による効果分散型エネルギーの推進による効果

約２兆円約２兆円

約１，０００億円の収入が地元企業に約１，０００億円の収入が地元企業に

回る可能性が生まれる！回る可能性が生まれる！

関西電力(株)の有価証券報告書
(平成21年度)によると、料金収入は

すると

・このうち約１割が滋賀県からの収入と仮定
・地域分散型のエネルギー比率が５０％に高まると仮定
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Kansai Green BayKansai Green Bay

C.　（株）リチウムエナジージャパン
　　 草津工場

B.　（株）リチウムエナジージャパン
　　　新工場（栗東市）

E.　（株）リチウムエナジージャパン
     新工場（京都市）

D.　（株）ブルーエナジー
　　　長田野工場

F.　日立マクセル（株）
　　京都事務所

L.　三洋電機（株）
　 洲本工場

K.　三洋エナジー南淡（株）
　  三原工場

J.　三洋電機（株）
　　 新工場

G.　パナソニック（株）エナジー社
　　 守口本社工場

H.　パナソニック（株）エナジー社
　　 住之江工場

M.　パナソニック（株）エナジー社
　　 和歌山工場

A.　新神戸電気（株）
　　 彦根事業所

k. フジプレアム（株）
　播磨テクノポリス光都工場

i. 三洋電機（株）
　 二色の浜工場

c. 京セラ（株）
　 滋賀八日市工場

h. シャープ（株）
　　堺工場

d. 京セラ（株）
　 野洲工場j. カネカソーラーテック(株)

　豊岡工場

f. （株）クリーンベンチャー２１
　 吉祥院工場k. シャープ（株）

　 葛城工場

e. 三洋電機（株）
　 滋賀工場

N. 三洋電機（株）
　　徳島工場

a. 三洋ＥＮＥＯＳソーラー
　 岐阜事務所

b. 京セラ（株）
　 伊勢工場

太陽電池
リチウムイオン

(c)ESRI Japan

I.　三洋エナジー貝塚（株）
　 貝塚工場

l. パナソニック（株）・三洋電機(株)
　　尼崎工場

g. 三菱電機（株）
　　京都工場

出典：日本政策投資銀行
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太陽光発電

リチウムイオン電池

滋賀県内の太陽光発電等製造工場滋賀県内の太陽光発電等製造工場

新神戸電機(株)

彦根事業所

京セラ(株)

蒲生工場

京セラ(株)

八日市工場

三洋電機(株)

滋賀工場

(株)ﾘﾁｳﾑｴﾅｼﾞｰｼﾞｬﾊﾟﾝ

草津工場

(株)ﾘﾁｳﾑｴﾅｼﾞｰｼﾞｬﾊﾟﾝ

栗東新工場

京セラ(株)

野洲工場



27

人と自然がともに生きる

「天台薬師の池」琵琶湖

～自然がいきる　太陽がいっぱい

仏がまもる、清らかな「水の浄土」～

文明が進めば進むほど天然の暴威による災害

がその劇烈の度を増す

（寺田寅彦）

ご静聴ありがとうございました


